


　ことし10月１日より、消費税のインボイス制度（適格請求書等
保存方式）がスタートします。「インボイス」という言葉は耳にし
たことがあるものの、制度の内容についてはよくわからないと感じ
る人が多いのではないでしょうか。
　そこで、本冊子では、経営者や営業職社員など、普段は経理事務
に携わることのない人達を対象に、インボイス制度について具体的
な事例を交えながら解説します。これさえ読めば、インボイス制度
の大まかな内容と日常的な対応方法がわかるように作成しました。
ぜひ、インボイス制度のさらなる理解にお役立てください。
　なお、文中の意見にわたる部分は私見であることを念のため申し
添えます。

はじめに

非経理職のための
「インボイス制度」ハンドブック

［執筆］
税理士

山口　拓
やまぐち　たく
中小企業の消費税の専門税理士。毎月の巡回
監査により当期の決算額を予測し、これに基
づく経営助言と赤字でも納税が必要な消費税
等の納税額試算など、顧問先の将来を見据え
たサービス提供を行なっている。
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１　インボイス制度のあらまし

消費税のしくみ

　インボイス制度についてお話しする前に、
まず前提となる消費税の大まかなしくみにつ
いて説明します。
　消費税は、国内において事業者が行なう物
品の譲渡やサービスの提供のほとんどに課税
されます。消費者が商品等の購入代金と一緒
に事業者に支払うことによって負担し、商品
を販売した事業者が、商品の販売代金と一緒
に受け取った消費税を国に納税することにな
っています。
　商品を販売した事業者は、商品を仕入れる
際に仕入代金と一緒に消費税を仕入先に支払
っています。そのため、消費者から受け取っ
た消費税を国に納税する際には、仕入先に支
払った消費税を差し引いて納付します。
　このように、受け取った消費税から仕入先
に支払った消費税を差し引くことを「仕入税
額控除」といいます。
　図表１の例では、当社は消費者から消費税

30円を受け取っていますが、仕入先に消費税
20円を支払っていますので、当社の納税額
は、

30円－20円＝10円

となります。
　このとき、当社の利益は、

売上高330円－仕入高220円
　－消費税納税額10円＝100円

と計算されます。
　ちなみに、消費者の負担する消費税は30円
です。
　これは、仕入先の納税額20円（当社から受
け取った消費税20円－0円＝20円）と当社の
納税額10円の合計額30円と一致します。

インボイス制度について

　さて、消費税のインボイス制度（適格請求
書等保存方式）が、2023年10月１日より開始
されます。インボイス（適格請求書）とは、

■図表１　仕入税額控除のしくみ

国に納税

仕入

220円
（うち消費税20円）

売上

330円
（うち消費税30円）

仕入先

国に納税

当社 消費者

仕入先 当社 消費者

売上消費税 20円 30円 ̶

仕入消費税 0円 20円 ̶

納税額 20円 10円 30円
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売り手が買い手に対し、正確な適用税率や消
費税額等を伝えるためのものであり、一定の
事項が記載された請求書や納品書およびこれ
らに類する書類のことをいいます。
　インボイスを発行するためには、登録申請
手続きを行なって、「インボイス発行事業者」
として登録を受けることが必要です（図表
２）。登録を受けていない事業者がインボイ
スを発行することは禁止されています。
　なお、登録を受けている事業者か否かを確
認するために、インボイス発行事業者の情報
がインターネット上で公表されています。
　インボイス制度の開始後は、インボイス発
行事業者から受領したインボイスを保存する
必要があり、インボイスを入手しないと仕入
税額控除を行なうことができなくなります。
　したがって、インボイス発行事業者以外の
事業者や消費者（以下、「免税事業者等」と
いいます）からの仕入れは、原則として仕入
税額控除の対象となりません。
　インボイス発行事業者でない仕入先に支払
った消費税は、納税額を計算する際に差し引
くことができなくなりますので、その金額だ
け自社の消費税の納税額が増える結果になり
ます。
　図表１の例で、もし仕入先がインボイス発

行事業者でない場合、当社の納税額は、

30円－0円＝30円

となり、納税額が20円増加します。
　利益は、

売上高330円－仕入高220円
　－消費税納税額30円＝80円

となり、20円減少します。

インボイスの記載事項

　インボイスには、次の①から⑥の事項を記
載しなければなりません。
① 　インボイス発行事業者の氏名または名称
および登録番号

②　取引を行なった年月日
③ 　取引の内容（その取引が軽減対象資産に
係るものである場合には、取引内容および
軽減対象資産の取引である旨）
④ 　税率ごとに区分した取引の税抜価額また
は税込価額の合計額および適用税率

⑤ 　税率ごとに区分した消費税額等（消費税
額および地方消費税額の合計額）
⑥ 　インボイスの交付を受ける事業者の氏名
または名称

■図表２　インボイス制度の概要

インボイス発行事業者 インボイス

売り手から買い手へ正確な消費税率や
消費税額等を伝える

買い手の求めに応じてインボイスを発行
※事前にインボイス発行事業者の登録申
請手続きが必要

※課税事業者のみが登録可能

インボイスを保存して
仕入税額控除を適用

課税事業者

売り手 買い手
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　下線部は、現行の区分記載請求書に追加す
る必要のある項目です。
　なお、インボイスの様式は規定されていま
せんので、これらの６項目が記載された納品
書や請求書、領収書等がインボイスに該当す
ると考えてよいでしょう（図表３）。
　さらに、⑤の消費税額等の計算について、
１円未満の端数処理は１インボイスにつき税
率ごとに１回と定められています。商品ごと
に消費税額を算出して端数処理し、端数処理
後の消費税額を合計した金額をそのインボイ
スの消費税額とすることはできません。
　なお、小売業、飲食店業、タクシー業、駐
車場業など、図表４に示した不特定かつ多数
の者と取引を行なう事業者は、インボイスに
代えて、次の事項を記載した簡易インボイス
を交付することができます。
① 　インボイス発行事業者の氏名または名称
および登録番号

②　取引を行なった年月日
③ 　取引の内容（その取引が軽減対象資産に
係るものである場合には、取引内容および

軽減対象資産の取引である旨）
④ 　取引の税抜価額または税込価額を税率ご
とに区分して合計した金額
⑤ 　税率ごとに区分した消費税額等または適
用税率
　インボイスと比較して、簡易インボイスは、
「インボイスの交付を受ける事業者の氏名ま
たは名称」の記載を省略することができる点、
「税率ごとに区分した消費税額等」または「適
用税率」のいずれか一方の記載で足りる点が
異なります。

■図表３　インボイスの記載例

■図表４ 　簡易インボイスを交付することがで
きる事業

①　小売業
②　飲食店業
③　写真業
④　旅行業
⑤　タクシー業
⑥ 　駐車場業（不特定かつ多数の者に対する
ものに限る）
⑦ 　この他これらの事業に準ずる事業で不特
定多数の者に資産の譲渡等を行なう事業

請求書
××年11月30日

㈱○○御中

11月分　131,200円（税込）

日付 品名 金額
11/1 小麦粉　※ 5,400円
11/1 牛肉　※ 10,800円
11/2 キッチンペーパー 2,200円

…

　　　　　

…

合計 131,200円
10％対象 88,000円 内消費税 8,000円
８％対象 43,200円 内消費税 3,200円

※軽減税率対象品目

△△商事㈱
登録番号　T1234567890123

❶　インボイス発行事業者の氏名また
は名称および登録番号

❷　取引を行なった年月日
❸　取引の内容（その取引が軽減対象
資産に係るものである場合には、取
引内容および軽減対象資産の取引で
ある旨）

❹　税率ごとに区分した取引の税抜価
額または税込価額の合計額および適
用税率

❺　税率ごとに区分した消費税額等
❻　インボイスの交付を受ける事業者
の氏名または名称

❻

❷

❸
❹ ❺

❸

❶
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2　会社や従業員等に求められる対応

　ここからは、インボイス制度の導入により、
会社や従業員等に求められる対応について確
認していきます。

売り手の立場として

　インボイス発行事業者になると、買い手側
の課税事業者からの求めに応じてインボイス
を交付するなどの義務が課されます（図表
６）。これを踏まえて、インボイス発行事業
者である売り手の立場として、求められる対
応についてみていきましょう。

①　請求書等をインボイスに合わせて変更
　現在、発行する請求書や納品書等を前述し

た６項目の記載を満たすものに変更する必要
があります。場合によっては、請求書等の発
行システムの改修が必要になるでしょう。
　また、請求書や納品書等のうちどの書類を
インボイスとして扱うこととするのか、イン
ボイスの交付方法はどうするか（紙か電子デ
ータか）については、取引先と事前に意見交
換し、認識を共有しておきましょう。

②　交付したインボイスの写しの保存方法の
決定
　取引先に交付したインボイスの写しの保存
方法（紙か電子データか）を決定することも
必要です。
　なお、①②の対応は、いずれも制度開始前

■図表５　簡易インボイスの記載例

スーパー○○
東京都…

登録番号　T1234567890123
××年11月１日

領収書

コーラ※ １点 ¥108
ギュウニク※ １点 ¥972
ハミガキコ １点 ¥330
合　計  ¥1,410
10％対象 １点 ¥330
８％対象 ２点 ¥1,080
お預り  ¥1,500
お釣  ¥90
※印は軽減税率対象商品

スーパー○○
東京都…

登録番号　T1234567890123
××年11月１日

領収書

コーラ※ １点 ¥108
ギュウニク※ １点 ¥972
ハミガキコ １点 ¥330
合　計  ¥1,410

１点 ¥330 （内消費税額　￥30）
２点 ¥1,080 （内消費税額　￥80）

お預り  ¥1,500
お釣  ¥90
※印は軽減税率対象商品

❶　インボイス発行事業者の氏名または名称
および登録番号
❷　取引を行なった年月日
❸　取引の内容（その取引が軽減対象資産に
係るものである場合には、取引内容および

軽減対象資産の取引である旨）
❹　取引の税抜価額または税込価額を税率ご
とに区分して合計した金額

❺　税率ごとに区分した消費税額等または適
用税率

〈適用税率のみを記載する場合〉 〈消費税額のみを記載する場合〉

❶ ❶

❷ ❷

❸ ❸

❺

❺

❸ ❸

❹

❹
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の準備作業として行なっておくものです。

買い手の立場として

　次に、インボイスを受け取る側（買い手）
の立場として求められる対応についてみてい
きます。

①　会計システムの改修
　制度開始までに、会計システムをインボイ
スに対応したものに改修することが必要にな
ります。
　なお、インボイス制度開始後６年間は、免
税事業者等からの仕入れについては経過措置
が設けられており、当初３年間は消費税額の
80％相当額、次の３年間は50％相当額の仕入
税額控除が認められています。
　図表７は、免税事業者等から110円（税込）
の仕入れを行なった場合の仕入税額控除額を
試算したものです。
　受領したインボイスに記載された登録番号
を帳簿に記載する必要はありませんが、帳簿
を作成する過程で、会計システムに取引先名
や登録番号を入力することにより、その事業
者が登録事業者か否かを判定できるような機
能があれば、効率的な作業が期待できます。

②　受領したインボイスの保存方法の決定
　仕入税額控除のために必要となるインボイ
スの保存方法（紙か電子データか）を決めて
おく必要があります。
　おそらく紙で受領することが多いと思いま
すが、紙で受領したインボイスでもスキャナ
保存することが可能です。
　なお、2023年12月末に改正電子帳簿保存法
の宥恕期間が終了することもあり、取引先の

■図表７ 　免税事業者から税込110円の仕入れを
行なった場合に認められる仕入税額控
除額（適用税率10％の場合）

● 2023年10月１日から2026年９月30日 
まで
　　110円×10/110×80％＝８円
　＊ 免税事業者等からの課税仕入れにつき 

80％控除可能

● 2026年10月１日から2029年９月30日 
まで
　　110円×10/110×50％＝５円
　＊ 免税事業者等からの課税仕入れにつき 

50％控除可能

● 2029年10月１日以後
　　０円
　＊ 免税事業者等からの課税仕入れについて
は控除不可

■図表６　インボイス発行事業者に課される４つの義務

① 　インボイス（簡易インボイスを含む）を交付またはインボイスに係る電磁的記録を提供
する義務
　買い手（課税事業者に限る）からの求めに応じて、インボイスまたはインボイスに係る電磁的記
録を交付（提供）する義務がある。

②　返還インボイスの交付または返還インボイスに係る電磁的記録を提供する義務
　返品や値引き等の売上に係る対価の返還等を行なう場合、買い手（課税事業者に限る）に対して
返還インボイスまたは返還インボイスに係る電磁的記録を交付（提供）する義務がある。

③ 　修正したインボイス等の交付または修正したインボイス等に係る電磁的記録を提供する
義務
　交付（提供）したインボイス等の記載事項に誤りがあったときは、修正したインボイス等を交付
（提供）する義務がある。
④　上記①から③の書類の写しまたは電磁的記録を保存する義務
　交付した日または提供した日の属する課税期間の末日の翌日から２か月を経過した日から７年間、
交付したインボイス等の写しおよび提供したインボイス等に係る電磁的記録の保存義務がある。
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都合で交付方法が紙から電子データへ変更に
なることも考えられます。電子データでの保
存にも対応できるように準備しておくことが
望ましいでしょう。

③　取引先の登録状況の事前確認
　仕入先や事務所・店舗の貸し主など、継続
的な取引先がインボイス発行事業者として登
録を行なったか否かを、事前に確認しておく
ことは非常に有益です。インボイス発行事業
者として登録しない取引先には、その取引先
と取引を継続することにより増加する自社の
消費税納税額の負担について、交渉を行なう
ことも考えましょう。
　たとえば、その取引先に対しインボイス発
行事業者になるよう要請したり、取引価額に
ついて値下げを要請したりすることが考えら
れます。ただしこの場合、お互いが真摯に交
渉を行ない、双方が納得したうえで結論を出
すことが大切です。
　取引先の意見をまったく聞き入れず一方的
に値下げを実施したり、値下げに応じなかっ
たことを理由に取引を打ち切ったりすると、

独占禁止法上の優越的地位の濫用に抵触し、
問題となるおそれがあります。

④　受領したインボイスの適格性の確認
　取引先から受領したすべてのインボイスに
ついて、その内容に誤りや不備はないか（登
録番号が有効か、６項目の記載があるか、消
費税額の端数処理が適切か等）を確認しなけ
ればなりません。
　このとき、インボイスを受領した従業員等
が、受領した時点でただちに確認を行なえる
ことがベストです。
　記載事項に誤り等があったときは、取引先
に対し、修正したインボイスを発行するよう
求めます。
　なお、受領したインボイスに記載されてい
る登録番号が、取引日現在において有効か否
かを確認する方法も検討しておきましょう。
受領したインボイスの数が少ない場合には、
国税庁の公表サイトで番号を入力することに
よって確認できますが、数が多い場合には会
計システム等を利用して確認することも考え
ましょう。

３　経費精算にはどんな影響が？

　日常的に行なっている経費精算について、
インボイス制度の開始によってどのような影
響があるでしょうか。想定される主だったも
のをみていきます。

保存すべき書類・電子データの増加

　インボイス制度が開始されると、どんなに
少額の経費であっても、原則としてインボイ
スが必要となります。そのため、保存しなけ
ればならない請求書等の数は、確実に増加し
ます。
　現行制度では、税込価額３万円未満の経費

については請求書等の保存がなくても仕入税
額控除が認められていますが、インボイス制
度では図表８に記載するものを除き、インボ
イスの保存がない場合は仕入税額控除が認め
られません（ただし、２年前の課税売上高が
１億円以下である事業者等は、制度開始後６
年間に限り、税込価額１万円未満の取引につ
いてはインボイスの保存がなくても仕入税額
控除が可能とされています）。
　したがって、いままでは保存不要とされて
いた請求書や領収書等の書類についても保存
が必要となり、さらにインボイスとしての要
件を満たしているか、１つひとつ地道に確認
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する作業が発生します。

出張旅費精算に伴う書類の増加

　たとえば、社員の出張に当たり会社が直接
手配を行なう場合、３万円以上の公共交通機
関の運賃やホテルの宿泊料などは、会社宛て
のインボイスが必要になります。
　そのため、インボイスの適格性の確認や保
存など、煩わしい作業が増えることは容易に
想像できます。
　出張の頻度が多い会社では、従業員等に定
額を支給する出張旅費規程の制定を検討する
など、事務負担の軽減について考慮すること
も必要でしょう。

クレジットカード決済での注意事項

　業務の一環として、インターネットのショ
ッピングサイトで書籍を購入したり、鉄道会
社のサイトで乗車券を購入したりすることが
あると思います。その際、決済手段として法

人用クレジットカードを利用すること自体に
何ら問題はありませんが、インボイス制度が
開始されると、正しい経理処理がされている
かの確認が、従来以上に必要です。
　帳簿への記載でよく見かける間違いは、ク
レジットカード会社からの請求額が自社の預
金口座から引き落とされたタイミングで、

① 取引年月日→自社の預金口座からの引
落し日
②取引相手先名→クレジットカード会社名
③ 取引の内容→購入した商品やサービス
内容

とする経理処理です。
　この処理は、①取引年月日と②取引相手先
名が正確ではありません。正しくは、

① 取引年月日→クレジットカードで商品
やサービスを購入した年月日
② 取引相手先名→商品やサービスを購入
した相手先名

としなければなりません。

■図表８　帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められる取引

1 インボイスの交付義務が免除される３万円未満の公共交通機関による旅客の運送

2
簡易インボイスの記載事項（取引年月日を除く）が記載されている入場券等が使用の際に回収さ
れる取引（１に該当するものを除く）

3
古物営業を営む者のインボイス発行事業者でない者からの古物（古物営業を営む者の棚卸資産に
該当するものに限る）の購入

4
質屋を営む者のインボイス発行事業者でない者からの質物（質屋を営む者の棚卸資産に該当する
ものに限る）の取得

5
宅地建物取引業を営む者のインボイス発行事業者でない者からの建物（宅地建物取引業を営む者
の棚卸資産に該当するものに限る）の購入

6
インボイス発行事業者でない者からの再生資源および再生部品（購入者の棚卸資産に該当するも
のに限る）の購入

7
インボイスの交付義務が免除される３万円未満の自動販売機および自動サービス機からの商品の
購入等

8
インボイスの交付義務が免除される郵便切手類のみを対価とする郵便・貨物サービス（郵便ポス
トに差し出されたものに限る）

9 従業員等に支給する通常必要と認められる出張旅費等（出張旅費、宿泊費、日当および通勤手当）
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　このように処理するには、商品購入等の取
引が行なわれたときにクレジットカード会社
への未払金を計上する必要があります。
　その後、自社の預金口座から利用代金が引
き落とされたタイミングで、

① 取引年月日→自社の預金口座からの引
落し日

②取引相手先名→クレジットカード会社名

とする２段階の処理が必要です。
　もっとも、これはインボイス制度の開始と
は関係なく、現行制度でも必要とされる経理
処理です。
　さらに、仕入税額控除を行なうためには、
上記のような帳簿の記載に加えて、インボイ
スの保存が必要となります。
　クレジットカードの利用に関しては、カー

ド会社から交付される「カード利用代金請求
明細書」だけを保存していることが多いと思
いますが、この請求明細書はインボイスには
該当しません。
　したがって、この請求明細書の保存は必要
ですが、請求明細書のみを保存してもインボ
イスを保存していることにはならず、仕入税
額控除の適用を受けることはできません。
　保存が必要なのは、商品やサービスを購入
した事業者や店舗が発行した「クレジットカ
ード利用明細書」です。ほとんどの場合、こ
の書類がインボイスに該当します。
　「後でカード会社からの請求明細書が届く
から、それで代用すれば十分だろう」と考え
て、この利用明細書を捨ててしまっていない
でしょうか？　今後は必ず、利用明細書を保
存するように注意してください（図表９）。

４　ケース別 インボイス対応のポイント

　以下では、通常の業務を行なううえで、会
社や従業員等に必要とされるインボイス対応
について、ケース別にポイントを解説してい
きます。今後の実務にお役立てください。

出張旅費等

　従業員等にとっては非常に身近なのが出張
旅費で、経費の精算業務のうち大半を占める

と考えられます。インボイス開始による影響
が懸念されるところですが、一定の条件を満
たせば、インボイスの保存が不要とされるも
のがあります。

①　公共交通機関の運賃
　公共交通機関の運賃は、３万円未満のもの
についてはインボイスの保存が不要とされる
特例があります（図表10）。

ケース別 

■図表９　クレジットカード利用時の帳簿への記載事項の注意点

誤 正
①取引年月日 カード利用代金の引落し日 商品やサービスを購入した日
②取引相手先名 クレジットカード会社の名称 商品やサービスを購入した相手先の名称

〈その他の注意点〉
①　商品・サービスを購入した日にカード利用代金を未払金として計上する
② 　仕入税額控除を受けるためには、商品・サービスの購入店舗が発行した「クレジットカード利
用明細書」を保存する
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　この公共交通機関とは、鉄道、バス、船舶
を指し、タクシーや航空機等は含まないので
注意してください。
　また、３万円未満であるか否かは、１回の
取引の税込価額が３万円未満かどうかで判定
します。１人当たりまたは１商品（切符１枚）
当たりで判定するのではありません。
　たとえば、1人当たり２万円の鉄道料金の
切符を２人分購入した場合、２万円×２人＝
４万円となり、３万円以上となってインボイ
スが必要となります。
　さらに、対象となる運賃は、旅客の運送に
直接的に附帯するものに限られます。特急料
金や急行料金、寝台料金は対象の運賃に含ま
れますが、入場料金や手回品料金は旅客の運
送に直接的に附帯する対価ではありませんの
で、これらについては３万円未満であっても
インボイスが必要です。
　ただし、これらの場合であっても、公共交
通機関である事業者から簡易インボイスの記
載事項（取引年月日を除きます）を記載した
乗車券や入場券等の交付を受け、その乗車券
等が回収される場合は、特例の適用がある旨
と支払先の住所または所在地を記載した帳簿
のみの保存で仕入税額控除が認められます
（入場券等回収特例）。

　インボイスの宛名は出張する従業員等であ
ってもかまいませんが、その場合は会社とそ
の従業員等の関係性を示すため、従業員等か
ら会社宛てにインボイスと一緒に出張旅費精
算書などの書類を提出し、精算を行なうこと
になるでしょう（簡易インボイスの場合は、
書類の交付を受ける事業者の氏名または名称
の記載は不要とされています）。
　経費精算を行なう場合、インボイス不要の
出張旅費については、出張旅費精算書に「出
張日、出張先、利用公共交通機関名、利用区
間、運賃○○円および公共交通機関特例の適
用がある旨（たとえば「３万円未満の鉄道料
金」など）」を記入して提出しましょう。
　３万円以上の運賃については、同様に出張
旅費精算書に記入のうえ、交付されたインボ
イスと一緒に提出し精算を行ないましょう。
　インボイスの入手方法ですが、乗車券・特
急券などを自動券売機で購入した場合には、
その自動券売機で入手するか、有人窓口で入
手します。WEB予約サイトを利用した場合
には、当該サイトからダウンロードして入手
することになると思われます。
　ところで、交通系ICカードへのチャージ
は、公共交通機関の運賃の支払いには該当し
ません。そもそも、単に電子マネーに形を変

■図表10　公共交通機関特例の対象となる３万円未満の旅客の運送

鉄道・軌道による旅客
の運送

鉄道：第一種鉄道事業（鉄道事業法２条２項）、第二種鉄道事業（同法２条
３項）として行なう旅客の運送
軌道（モノレール等）：軌道法３条に規定する運輸事業として行なう旅客の
運送

バスによる旅客の運送

一般乗合旅客自動車運送事業（道路運送法３条１号イ）として行なう旅客
の運送
（注） 　路線不定期運航（空港アクセスバス等）および区域運行（旅客の予

約等による乗合運行）も対象となる

船舶による旅客の運送

一般旅客定期航路事業（海上運送法２条５項）、人の運送をする貨物定期航
路事業（同法19条の６の２）、人の運送をする不定期航路事業（同法20条２
項。乗合旅客の運送をするものに限る）として行なう旅客の運送（対外航
路のものを除く）

（注） 　特急料金、急行料金および寝台料金など旅客の運送に直接的に附帯する対価は、公共交通機関特
例の対象になります。入場料金や手回品料金など旅客の運送に直接的に附帯する対価でないものは、
公共交通機関特例の対象になりません
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えただけですので、消費税の課税対象取引で
はありません。
　課税対象となるのは、ある商品や役務を購
入し、その対価として電子マネーを使用した
とき（たとえば鉄道に乗車し、その運賃を電
子マネーで決済したとき）です。ここで初め
て公共交通機関特例の適用の可否を判断する
ことになります。

②　タクシー運賃
　上記①で説明したとおり、出張等でタクシ
ーに乗車した場合には、公共交通機関特例の
適用はありません。したがって、金額にかか
わらずタクシー事業者からインボイスを入手
することが必要になります。
　タクシー事業は簡易インボイスの交付が可
能とされていますので、受領するレシートに
宛名の記載がなくてもかまいません。
　問題となるのが、タクシー事業者のインボ
イス発行事業者登録の有無です。会社によっ
てはインボイス発行事業者であるタクシー事
業者を利用すると決めているところもあるよ
うですが、地方への出張で個人タクシーしか
走っていない場合、インボイス発行事業者で
ないタクシーに乗車せざるを得ないことも考
えられます。
　タクシー事業者がインボイス発行事業者だ
った場合は、出張旅費精算書に「出張日、出
張先、タクシー会社名、タクシー乗車賃○○
円」を記入のうえ、交付された簡易インボイ
スと一緒に提出し、精算を行ないましょう。
　また、インボイス発行事業者でないタクシ
ー事業者だった場合、受領したレシート（区
分記載請求書等）は捨てたりせずに、出張旅
費精算書に経過措置の適用がある旨を記入し
て一緒に会社に提出しましょう。
　利用者側からすれば、乗車前にインボイス
発行事業者か否かがあらかじめ判断できれば
非常に便利です。
　タクシー業界の今後の動向に注目したいと
ころです。

③　航空運賃
　国内の出張で航空機を利用した場合も、同
様に公共交通機関特例の適用はなく、（簡易）
インボイスが必要になります。
　航空機の搭乗予約は、利用する本人が自分
の名前で行なうことがほとんどだと思われま
すので、航空会社のサイトで料金が表示され
ているページをダウンロードしたものや、搭
乗日が記載されている搭乗券など、簡易イン
ボイスの記載要件を満たす書類等を提出し、
精算を受けることになります。
　出張旅費精算書には、「出張日、出張先、
航空会社名、利用区間、航空運賃○○円」を
記入し、簡易インボイスと一緒に提出します。

④　レンタカー利用料
　出張先でのレンタカー利用についても、同
様に公共交通機関特例の適用はありません。
レンタカー会社から簡易インボイスの交付を
受け、出張旅費精算書に「出張日、出張先、
レンタカー会社名、レンタカー利用料金○○
円」を記入し、簡易インボイスと一緒に会社
に提出し精算を受けます。
　また、返却の際にガソリン等の燃料を補給
することになると思いますが、この燃料の補
給についても簡易インボイスが必要です。ガ
ソリンスタンドなどでは、簡易インボイスの
交付を受けることを忘れないようにしてくだ
さい。

⑤　宿泊費
　出張で利用するホテルや旅館の宿泊費も、
簡易インボイスの交付を受ける必要がありま
す。宿泊予約を行なう時点で、その宿泊施設
を運営する事業者がインボイス発行事業者か
否かが判明すると思いますので、インボイス
発行事業者である場合には、チェックアウト
時に、必ず簡易インボイスの交付を受けまし
ょう。
　インボイス発行事業者でない場合でも、宿
泊料金明細書や領収書を入手し、経過措置の
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適用を受けるために保存します。
　出張旅費精算書には「出張日、出張先、宿
泊施設の運営事業者名、宿泊料金○○円」を
記入し、簡易インボイスと一緒に提出して精
算を受けます。

⑥　駐車場利用料（コインパーキング）
　宿泊費と同様に、コインパーキング利用料
の支払先も、インボイス発行事業者か否かの
確認が必要です。
　なお、９㌻図表８に、インボイスの保存が
不要とされる取引として「７　インボイスの
交付義務が免除される３万円未満の自動販売
機および自動サービス機からの商品の購入等」
が示されています。しかしコインパーキング
や自動券売機のように、代金の受領と券類の
発行はその機械装置で行なわれるものの、サ
ービスの提供等は別途行なわれるようなもの
は、自動販売機や自動サービス機からの商品
の購入等には含まれません。
　したがって、コインパーキング利用料も簡
易インボイスが必要となります。料金支払時
に簡易インボイスを入手し、要件を満たすか
否かを確認した後で保存します。出張旅費精
算書には、「出張日、出張先、コインパーキ
ングの運営事業者名、駐車場料金○○円」を
記入します。

⑦　高速道路利用料
　高速道路の利用料も、簡易インボイスの保
存が必要です。利用料の支払手段に応じて、
簡易インボイスの交付方法も変わります。
　料金所にて現金で利用料を支払った場合に
は、料金所で発行される紙の領収書が簡易イ
ンボイスとなります。
　ETCクレジットカード、ETCパーソナル
カードおよびETCコーポレートカードを利
用した場合には、ETC利用照会サービスの
サイトで利用証明書をダウンロードすること
で、簡易インボイスを入手します。
　高速道路利用料についてはこのような対応

が予定されていますが、詳細は各高速道路会
社の情報をご確認ください。

⑧　従業員等に支給する通常必要と認められ
る出張旅費等（出張旅費、宿泊費、日当お
よび通勤手当）
　従業員等に支給する出張旅費、宿泊費、日
当等のうち、その旅行に通常必要であると認
められる部分の金額については、「出張実施
者の名前、出張日、出張先名、出張旅費○○
円および出張旅費等特例」を記載した帳簿の
みの保存で仕入税額控除が認められます（９
㌻図表８の９）。つまり、インボイスの保存
は必要ありません。
　上記の帳簿のみの保存で仕入税額控除が認
められる「その旅行に通常必要であると認め
られる部分」については、
イ 　その支給額が、その支給をする役員およ
び使用人のすべてを通じて適正なバランス
が保たれている基準によって計算されてい
るか
ロ 　その支給額が、その支給をする会社と同
業種、同規模の他の会社等が一般的に支給
している金額に照らして相当と認められる
ものであるか
を考慮して判定します。
　この基準に該当しない場合には、インボイ
スの保存が必要です。
　なお、旅費等は必ずしも実費である必要は
ありません。従業員等の出張旅費規程を定め
ており、その規程にしたがって定額で支給さ
れるものについて、通常必要と認められる範
囲においては許容されると考えられます。
　ただし、実費支給・定額支給のいずれであ
っても、出張を行なった従業員等が、会社に
対して出張の事実を報告するための文書とし
て、出張報告書や出張旅費精算書を作成する
ことは有用だと考えます。
　注意が必要なのは、会社のクレジットカー
ドで出張旅費等の決済を行なった場合には、
会社が従業員ではなく、それぞれの事業者と
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直接取引を行なったものと解釈される点で
す。その場合、出張旅費特例の適用はありま
せん。
　次に、従業員等に支給する通勤手当のうち、
通勤に通常必要と認められる部分の金額につ
いては、一定の事項を記載した帳簿のみの保
存で仕入税額控除が認められます。なお、 
「通常必要と認められる部分」については、
通勤に通常必要と認められるものであればよ
く、所得税において非課税とされる通勤手当
の金額の範囲内であるか否かは問いません。
　出張旅費の精算では、この出張旅費特例を
できるだけ利用するほうが、インボイスを逐
一確認するという煩雑な作業を省略すること
ができます。
　図表11は、出張旅費等についてインボイス
の受領が必要となるかどうかを判定するチャ
ート図です。従業員等に支給する出張旅費等
については、インボイス制度の影響はそれほ
ど大きくなく、従来と同様の対応でよさそう
です。

会議費・接待交際費

　取引先との接待飲食に際しては、店舗を運
営する事業者がインボイス発行事業者か否か
を事前に確認して、運営事業者がインボイス
発行事業者である店舗を選んで実施すること

が、消費税納税上は有利になります。
　チェーン店の場合には、その店舗が直営店
舗かFC店舗かによって登録の有無が分かれ
ることがありますので注意が必要です。
　接待飲食費については簡易インボイスが必
要となり、店舗運営事業者がインボイス発行
事業者の場合は、受領した簡易インボイスの
適格性の判定を行ないます。
　店舗運営事業者がインボイス発行事業者で
ない場合は、従来と同じように領収書等を受
領し、７㌻図表７に掲げた経過措置の適用を
受けるために保存します。
　また、取引先との商談で必要な飲料等を自
動販売機で購入した場合、取引金額が３万円
未満であれば、９㌻図表８の「７　自動販売
機特例」により、インボイスの保存は必要あ
りません（図表12）。この場合、取引日や取
引内容等の他に「自動販売機特例適用の旨」
と「支払先の住所または所在地（たとえば○
○市 自販機）」を記入し、報告を行なうこと
になります。

備品消耗品費

　コンビニエンスストアなどで、文房具や充
電用の電池などを購入した場合にも、簡易イ
ンボイスが必要になります。レシートが簡易
インボイスになることがほとんどでしょう。

■図表11　出張旅費等のインボイス入手要否の判定

①　従業員等に支給する通
常必要と認められる出張
旅費等か？

②　１回の取引金額が３万
円未満の鉄道、バス、船
舶の運賃か？

③　乗車券、入場券などの
ように簡易インボイスが
回収される取引か？

スタート

いいえ

はい はい はい

インボイスの入手は不要（ただし、会社への報告書等は必要）

原則としてインボイスの入手が必要
相手方がインボイス発行事業者でない場合は、区分記載請求書を入手し、経過措置の適用に備える

いいえ いいえ
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　おそらく全国規模のコンビニエンスストア
は、どの店舗であってもインボイス発行事業
者となっていると思いますが、インボイス発
行事業者でない事業者に支払う場合でも領収

書（レシート）を受領し、経過措置を受ける
ために報告を行ない、保存します。
　図表13にインボイス対応の注意点をまとめ
たので、参考にしてください。

■図表13　インボイス対応のまとめ

項目 内容 注意点

公共交通機関の
運賃

１取引当たり３万円未満の場合
にはインボイスの保存は不要

たくさんの切符等をまとめて決済すると、インボイ
スの保存が必要になることがある

タクシー運賃
インボイスが必要。支払先がイ
ンボイス発行事業者でない場合
も考えられる

インボイスを出張旅費精算書と一緒に提出する。イ
ンボイス発行事業者以外の場合は経過措置の適用あ
り

航空運賃
インボイスが必要。航空会社の
サイトからダウンロードするこ
とで入手する

搭乗者が予約して支払うことが多いので、出張旅費
精算書の記入が不可欠

レンタカー利用
料 インボイスが必要 ガソリン代等のインボイスも忘れずに入手する

宿泊費 インボイスが必要。チェックア
ウト時に忘れずに受領する

予約時に支払先がインボイス発行事業者か否か事前
に判断できれば有益

コインパーキン
グ利用料 インボイスが必要 自動販売機特例の適用はないため、運営事業者の登

録状況を確認する必要あり

高速道路利用料
インボイスが必要。ただし、入
手する時期は決済方法により異
なる

現金払いの場合は料金所で入手し、ＥＴＣカード等
を利用した場合は後日利用証明書をダウンロードす
る

従業員等に支給
する出張旅費等

通常必要と認められる金額につ
いてはインボイスの保存は必要
なし

実費でなくてもかまわない。会社内の役職や同業他
社との比較において適正であることが条件。会社の
クレジットカード利用の場合は適用できない

会議費・接待費 インボイスが必要。３万円未満
の場合の自動販売機特例あり

支払先がインボイス発行事業者かの確認が必要。イ
ンボイス発行事業者への支払いのほうが有利

備品消耗品費 インボイスが必要 レシートが簡易インボイスになることが多いので紛
失しないこと

■図表12　自動販売機特例の対象となるものとならないもの

対象となるもの 対象とならないもの

• 自動販売機による飲食料品の販売
• コインロッカーやコインランドリー等によるサ
ービス
• 金融機関のATMによる手数料を対価とする入
出金サービスや振込サービス

• 小売店内に設置されたセルフレジを通じた販売
のように、機械装置により単に精算が行なわれ
ているだけのもの

• コインパーキングや自動発券機のように、代金
の受領と券類の発行はその機械装置で行なわれ
るものの資産の譲渡等は別途行なわれるような
もの

• ネットバンキングのように、機械装置で資産の
譲渡等が行なわれないもの


